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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

原子炉補機冷却水系熱交換器が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明す

るものである。 

原子炉補機冷却水系熱交換器は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対

処設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）及び常設重大事故緩和設備（設計基準

拡張）に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を

示す。 

 なお，原子炉補機冷却水系熱交換器は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の横置一胴円筒

形容器であるため，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-4 横置一胴円筒形容器の耐震性に

ついての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 ただし，基礎ボルトに発生する荷重のうち，せん断力は補強材で支持するものとし,「4.5 補

強材の評価」にて示す方法にて構造強度評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉補機冷却水系熱交換器の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1（1） 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

胴を当板を介し

て 2 個の脚で支

持し，脚は基礎ボ

ルトと補強材で

基礎に固定する。 

前後水室に平

板及び鏡板を

有する横置一

胴円筒形容器 
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2 

当板 

(単位：mm) 

基礎 

基礎 

1675:(A),(B),(D),(E) 

1400:(C),(F) 



 

 

表 2－1（2） 構造計画 

概略構造図（補強材） 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の算出 

理論式により固有周期を計算する。固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子

炉補機冷却水系熱交換器の耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

計算の結果，固有周期は 0.05秒以下であり，剛であることを確認した。固有周期の計算結果

を表 3－1に示す。 

 

        表 3－1 固有周期            (単位：s) 

 (A),(B),(D),(E) (C),(F) 

水平   

鉛直   
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

原子炉補機冷却水系熱交換器の構造強度評価のうち，胴板及び脚についてはⅥ-2-1-14「計算

書作成の方法 添付資料-4 横置一胴円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」

に記載の耐震計算方法に基づき行う。なお，水平地震動による応力と鉛直地震動による応力の

組合せには絶対値和を適用する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉補機冷却水系熱交換器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示

す。 

 

4.2.2 許容応力 

原子炉補機冷却水系熱交換器の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき

表 4－3及び表 4－4のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉補機冷却水系熱交換器の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表4－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－6に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉補機冷却水系熱交換器の耐震性について

の計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

 

5 



 

 

表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉補機 

冷却設備 
原子炉補機冷却水系熱交換器 Ｓ クラス３容器

 ＊
 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス３容器の支持構造物を含む。 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類
 ＊1

 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉補機 

冷却設備 

原子炉補機 

冷却水系 

原子炉補機冷却水系熱交換器 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

常設／緩和 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等
 ＊2 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3
 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張），「常設／緩和（ＤＢ拡張）」は常設重大事故緩和設備（設計基準

拡張）を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ステ

ンレス鋼及び高ニッケル合金

については上記値と 1.2・Ｓと

の大きい方 

左欄の 1.5倍の値 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる疲労解

析を行い，疲労累積係数が 1.0以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要。 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 

 

左欄の 1.5倍の値 

 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要。 

注記＊1：座屈による評価は，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 4－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張り 引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・fｔ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・fｔ 1.5・fｔ 1.5・fｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 

K6 ① Ⅵ-2-5-6-1-1 R0 

＊
 

＊
 

＊
 



 

 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

胴板 
SM50B＊ 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
最高使用温度 70 ― 298 461 ― 

脚 
SS400 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

基礎ボルト 
SS400 

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 ― 211 394 ― 

補強材 
SS400 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

注記＊：SM490B相当 

表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

胴板 
SM50B＊ 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
最高使用温度 70 ― 298 461 ― 

脚 
SS400 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

基礎ボルト 
SS400 

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 ― 211 394 ― 

補強材 
SS400 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

注記＊：SM490B相当 
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 4.4 疲労解析評価 

胴の応力評価において，一次応力と二次応力の和の変動値が設計降伏点Ｓｙの2 倍を上回る，

すなわち一次＋二次応力＞2・Ｓｙとなる場合には，設計・建設規格 PVB-3300に規定された

簡易弾塑性評価方法に基づき，疲労解析評価を実施する。ただし，クラス３容器である本機器

では，Ｓｍを2／3・Ｓｙに読替える。 

なお，疲労解析評価に用いる弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓの等価繰返し回数 

Ｎｃは，各々200回とする。 

 

(1) 繰返しピーク応力強さ 

繰返しピーク応力強さＳℓは，次式により求める。 

Ｓℓ＝Ｋｅ・Ｓｐ／2  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.4.1） 

Ｋｅ：次の計算式により計算した値 

a. Ｓｎ＜3･Ｓｍの場合 

Ｋｅ＝1 

b. Ｓｎ≧3･Ｓｍの場合 

(a) Ｋ＜Ｂ０の場合 

イ. Ｓｎ／（3･Ｓｍ）＜［（ｑ＋Ａ０／Ｋ－1） 

－ 2 41 1０ ０｛（ｑ＋Ａ ／Ｋ－）－ ･Ａ･（ｑ－）｝］／（2･Ａ０）の場合 

Ｋｅ＝Ｋｅ＊＝1＋Ａ０･｛Ｓｎ／（3･Ｓｍ）－1／Ｋ｝ ・・・・・・・・（4.4.2） 

ロ. Ｓｎ／（3･Ｓｍ）≧［（ｑ＋Ａ０／Ｋ－1） 

－ 21 4 1０ ０｛（ｑ＋Ａ ／Ｋ－ ）－ ･Ａ･（ｑ－ ）｝］／（2･Ａ０）の場合 

Ｋｅ＝Ｋｅ’＝1＋（ｑ－1）･（1－3･Ｓｍ／Ｓｎ）   ・・・・・・・・（4.4.3） 

 

(b) Ｋ≧Ｂ０の場合 

イ. Ｓｎ／（3･Ｓｍ）＜［（ｑ－1）－ 1 1 1０｛Ａ･（ － ／Ｋ）･（ｑ－ ）｝］／ａの場合 

 Ｋｅ＝Ｋｅ＊＊＝ａ･Ｓｎ／（3･Ｓｍ）＋Ａ０･（1－1／Ｋ）＋1－ａ 

                      ・・・・・・・・・・（4.4.4） 

ロ. Ｓｎ／（3･Ｓｍ）≧［（ｑ－1）－ 1 1 1０｛Ａ･（ － ／Ｋ）･（ｑ－ ）｝]／ａの場合 

Ｋｅ＝Ｋｅ’＝1＋（ｑ－1）･（1－3･Ｓｍ／Ｓｎ）  

                      ・・・・・・・・・・（4.4.5） 
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         ここで， 

Ｋ＝Ｓｐ／Ｓｎ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.4.6） 

ａ＝Ａ０･（1－1／Ｋ）＋（ｑ－1）－2･ 1 1 1０｛Ａ･（ － ／Ｋ）･（ｑ－ ）｝ 

ｑ，Ａ０，Ｂ０：下表に掲げる材料の種類に応じ，それぞれの同表に掲げる値 

材料の種類 ｑ Ａ０ Ｂ０ 

低合金鋼 3.1 1.0 1.25 

マルテンサイト系ステンレス鋼 3.1 1.0 1.25 

炭素鋼 3.1 0.66 2.59 

オーステナイト系ステンレス鋼 3.1 0.7 2.15 

高ニッケル合金 3.1 0.7 2.15 

Ｓ n ：一次応力と二次応力を加えて求めた応力解析による応力強さのサイクルにお

いて，その最大値と最小値との差 

Ｋ e ：弾塑性解析に用いる繰返しピーク応力強さの補正係数 

Ｓ p ：地震荷重のみにおける一次＋二次＋ピーク応力の応力差範囲 

Ｓℓ  ：繰返しピーク応力強さ 

 

(2) 運転温度における繰返しピーク応力強さの補正 

縦弾性係数比を考慮し，繰返しピーク応力強さＳℓを次式により補正する。 

Ｓℓ’＝ Ｓℓ・Ｅ0／Ｅ 

Ｓℓ’：補正繰返しピーク応力強さ 

Ｅ0 ：設計・建設規格の設計疲労線図に規定される縦弾性係数 

Ｅ  ：運転温度の縦弾性係数 

 

(3) 疲労累積係数 

疲労累積係数Ｕｆが次式を満足することを確認する。 

Ｕｆ＝Σ（Ｎｃ／Ｎａ）≦1.0 

Ｎ a ：地震時の許容繰返し回数 

Ｎ c ：地震時の等価繰り返し回数 

 

なお，許容繰返し回数の算出には，設計・建設規格 図 添付 4-2-1 炭素鋼，低合金

鋼および高張力鋼の設計疲労線図より求めた値を用いる。 
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 4.5 補強材の評価  

補強材の構造強度評価は，評価上厳しくなる溶接部について実施する。 

(1) 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ＦＨ 補強材に生じる水平方向荷重(横方向) N 

Ａ1 評価対象溶接部開先断面積 mm2 

t1 補強材開先部厚さ mm 

σa 補強材溶接部に生じる引張応力 MPa 

ƒｔa 補強材溶接部の許容引張応力 MPa 

 

(2) 計算方法 

補強材は，熱交換器脚部に溶接で取り付けられており，基礎ボルトに作用する荷重のうち，

水平方向荷重を負担するものである。図 4－1 に補強材の構造を示す。 

地震により作用する水平方向荷重は，長手方向地震については補強材の長辺側に，横方向

地震については補強材の短辺側に作用するが，保守的に横方向地震による水平方向荷重が補

強材の短辺側に引張力として作用するものとして評価を行う。 

 

図 4－1 補強材まわりの荷重 

 

補強材に生じる水平方向荷重ＦＨは，次式より求める。 

ＦＨ＝ｍ0・ＣＨ・g ······················································ (4.5.1) 

 

補強材溶接部の断面積Ａ1は，次式より求める。 

Ａ1＝ａ・ｔ1 ··························································· (4.5.2) 

 

補強材溶接部に生じる引張応力σaは,次式より求める。 

σa＝ＦＨ／Ａ1 ·························································· (4.5.3) 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉補機冷却水系熱交換器の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認

した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉補機冷却水系熱交換器の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に

示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有している

ことを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【原子炉補機冷却水系熱交換器(A),(B),(D),(E)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設  

1.1 設計条件  

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉補機冷却水系熱交換器 

(A),(B),(D),(E) 
Ｓ 

タービン建屋 

T.M.S.L. 3.5 

（T.M.S.L. 4.9＊1） 

  ＣＨ＝0.63＊2 ＣＶ＝0.46＊2 ＣＨ＝1.06＊3 ＣＶ＝0.90＊3 1.37 70 50 

      注記＊1：基準床レベルを示す。 

        ＊2：設計用最大応答加速度Ⅰ（弾性設計用地震動 Sd）又は静的振動 

        ＊3：設計用最大応答加速度Ⅰ（基準地震動 Ss） 

 

1.2 機器要目 

ｍ１ 

(kg) 

ｍ２ 

(kg) 

ｍ３ 

(kg) 

ｍ４ 

(kg) 

ｍ５ 

(kg) 

ｍ６ 

(kg) 

ｍ７ 

(kg) 

       

 

１ 

(mm) 

２ 

(mm) 

３ 

(mm) 

４ 

(mm) 

５ 

(mm) 

６ 

(mm) 

７ 

(mm) 

Ｍ１ 

(N･mm) 

Ｍ２ 

(N･mm) 

Ｒ１ 

(N) 

Ｒ２ 

(N) 

-1724 -540 0 2300 4600 5140 5761 3.828×108 1.444×108 5.307×105 3.232×105 

 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｓ１ 

(kg) 

ｍｓ２ 

(kg) 

Ｄ i 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

ｔ e 

(mm) 

０ 

(mm) 

ｈ１ 

(mm) 

ｈ２ 

(mm) 

ｗ 

(rad) 

ｗ 

(mm) 

88485 703 703 2200 20.0 44.0＊1 4600 845 1400 0.368 350 

 

Ｃ１ 

(mm) 

Ｃ２ 

(mm) 

Ｉｓｘ 

(mm
4
) 

Ｉｓｙ 

(mm
4
) 

Ｚｓｘ 

(mm
3
) 

Ｚｓｙ 

(mm
3
) 

０ 

(rad) 

 

(rad) 

1000 300 5.639×1010 1.802×109 5.639×107 6.008×106 2.078 1.410 
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Ａｓ 

(mm
2
) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇｓ 

(MPa) 

Ａｓ１ 

(mm
2
) 

Ａｓ２ 

(mm
2
) 

Ａｓ３ 

(mm
2
) 

Ａｓ４ 

(mm
2
) 

1.075×105 201000＊4 77300＊4 5.414×104 4.704×104 4.012×104 3.931×104 

 

Ｋ１１
＊2 Ｋ１２

＊2 Ｋ２１
＊2 Ｋ２２

＊2 Ｋ１ Ｋ２ Ｋｃ１ Ｋｃ２ Ｃ１ Ｃ２ Ｃｃ１ Ｃｃ２ 

  ― ― 
        

  ― ― 

 

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２ 
ａ 

(mm) 

ｂ 

(mm) 

d 

(mm) 

Ａｂ 

(mm
2
) 

ｄ１ 

(mm) 

ｄ２ 

(mm) 

ｄ３ 

(mm) 

15 8 4 2 650 2050 
48 

(M48) 
1.810×103 75 175 525 

 

Ｓｙ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｕ（胴板） 

(MPa) 

Ｓ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｙ（脚） 

(MPa) 

Ｓｕ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

298＊3 461＊3 ― 231＊4 394＊4 231 276 211＊4 394＊4 211 253 

 

t1 

(mm) 

Ａ 1 

(mm2) 

Ｓｙ（補強材） 

(MPa) 

Ｓｕ（補強材） 

(MPa) 

Ｆ（補強材） 

(MPa) 

Ｆ（補強材） 

(MPa) 

19 12350 231＊4 394＊4 231 276 

注記＊1：本計算においては当板を有効とした。 

＊2：表中で上段は一次応力，下段は二次応力の係数とする。 

＊3：最高使用温度で算出 

＊4：周囲環境温度で算出 

 

 

（16mm＜厚さ≦40mm） （40mm＜径≦100mm） 

40mm） 

 

＊
 

＊
 

＊
 

（16mm＜厚さ≦40mm） 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
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1.3 計算数値 

   1.3.1 胴に生じる応力 

     (1) 一次一般膜応力 (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

運転時質量による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 

鉛直方向地震による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― σｘ６＝10 ― σｘ６＝10 ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

長手方向地震により胴軸断面 

全面に生じる引張応力 
― σｘ４１３＝4 ― ― ― σｘ４１３＝7 ― ― 

組合せ応力 σ０＝77 σ０ｃ＝77 σ０＝83 σ０ｃ＝77 

 

     (2) 一次応力 (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

運転時質量による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 

鉛直方向地震による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― σｘ６＝10 ― σｘ６＝10 ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

運転時質量による脚反力 

により生じる応力 
σφ３＝26 σｘ３＝24 σφ３＝26 σｘ３＝24 σφ３＝26 σｘ３＝24 σφ３＝26 σｘ３＝24 

鉛直方向地震による脚反力 

により生じる応力 σφ７１＝12 σｘ７１＝11 σφ７１＝12 σｘ７１＝11 σφ７１＝23 σｘ７１＝22 σφ７１＝23 σｘ７１＝22 

 

水平方向地震 

 

引張り 

σφ４１１＝14 

σφ４１２＝6 

σｘ４１１＝5 

σｘ４１２＝6 

 

σφ５１＝17 

 

σｘ５１＝43 

σφ４１１＝24 

σφ４１２＝10 

σｘ４１１＝8 

σｘ４１２＝9 

 

σφ５１＝29 

 

σｘ５１＝73 

による応力  σφ４１＝20 σｘ４１＝14   σφ４１＝33 σｘ４１＝23   

 せん断 τ＝23 τｃ＝5 τ＝38 τｃ＝7 

組合せ応力 σ１＝149 σ１ｃ＝146 σ１＝190 σ１ｃ＝195 
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     (3) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値                                                                                                     (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

鉛直方向地震による長手方向 

曲げモーメントにより生じる応力 
― σｘ６＝10 ― σｘ６＝10 ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

鉛直方向地震による脚反力 

により生じる応力 

σφ７１＝12 

σφ７２＝41 

σｘ７１＝11 

σｘ７２＝24 

σφ７１＝12 

σφ７２＝41 

σｘ７１＝11 

σｘ７２＝24 

σφ７１＝23 

σφ７２＝80 

σｘ７１＝22 

σｘ７２＝46 

σφ７１＝23 

σφ７２＝80 

σｘ７１＝22 

σｘ７２＝46 

  σφ４１＝20 σｘ４１＝14 σφ５１＝17 σｘ５１＝43 σφ４１＝33 σｘ４１＝23 σφ５１＝29 σｘ５１＝73 

 

 

 

 

σφ４２１＝14 

σφ４２２＝20 

σｘ４２１＝32 

σｘ４２２＝11 

 

σφ５２＝134 

 

σｘ５２＝63 

σφ４２１＝23 

σφ４２２＝33 

σｘ４２１＝53 

σｘ４２２＝19 

 

σφ５２＝225 

 

σｘ５２＝105 

  σφ４２＝33 σｘ４２＝43   σφ４２＝55 σｘ４２＝72   

 せん断 τ＝23 τｃ＝5 τ＝38 τｃ＝7 

組合せ応力 σ２＝250 σ２ｃ＝408 σ２＝447 σ２ｃ＝715 

 

   1.3.2 脚に生じる応力                                      (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

運転時質量による応力 圧縮 σｓ１＝5 σｓ１＝5 σｓ１＝5 σｓ１＝5 

鉛直方向地震による応力 圧縮 σｓ４＝3 σｓ４＝3 σｓ４＝5 σｓ４＝5 

水平方向地震による応力 
曲げ σｓ２＝40 σｓ３＝9 σｓ２＝67 σｓ３＝15 

せん断 τｓ２＝14 τｓ３＝9 τｓ２＝23 τｓ３＝15 

組合せ応力 σｓ＝53 σｓｃ＝22 σｓ＝86 σｓｃ＝35 

 

   1.3.3 基礎ボルトに生じる応力                                   (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び水 

平方向地震による応力 
引張り σｂ 1＝52 σｂ 2＝30 σｂ 1＝115 σｂ 2＝80 

水平方向地震による応力 せん断 ― ― ― ― 

 

引張り 水平方向地震 

による応力 
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1.3.4 補強材に生じる応力                     (単位：MPa) 

 
地震の種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 横方向 

水平方向地震による応力 引張り σa＝45 σa＝75 

 

1.4 結論 

   1.4.1 固有周期      (単位：s) 

方向 固有周期 

長手方向 Ｔ１＝  

横方向 Ｔ２＝  

鉛直方向 Ｔ３＝  

 

   1.4.2 応力                                              (単位：MPa) 

   弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴板 SM50B＊1 

一次一般膜 σ０＝77 Ｓａ＝277 σ０＝83 Ｓａ＝277 

一次 σ１＝149 Ｓａ＝415 σ１＝195 Ｓａ＝415 

一次＋二次 σ２＝408 Ｓａ＝597 σ２＝715＊2 Ｓａ＝597 

脚 SS400 組合せ σｓ＝53 ƒ ｔ ＝231 σｓ＝86 ƒ ｔ ＝276 

基礎ボルト SS400 
引張り σｂ＝52 ƒ ｔ s＝158 σｂ＝115 ƒ ｔ s＝190 

せん断 ― ― ― ― 

補強材 SS400 引張り σａ＝45 ƒ ｔ a＝231 σａ＝75 ƒ ｔ a＝276 

注記＊1：SM490B相当 

＊2：算出応力が許容応力を満足しないが，設計・建設規格 PVB-3300に基づいて疲労評価を行い，この結果より耐震性を有することを確認した。 

   

1.4.3 疲労評価 

評価部位 
Ｓ n 

(MPa) 
Ｋ e 

Ｓ p 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓ′＊ 

(MPa) 

Ｎ a 

(回) 

Ｎ c 

(回) 

疲労累積係数 

Ｎ c／Ｎ a 

胴板         

注記＊：Ｅ 0＝2.07×105 MPa Ｅ＝2.00×105 MPaとして補正する。 

部材 材料 応力 
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【原子炉補機冷却水系熱交換器(A),(B),(D),(E)の耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備  

2.1 設計条件  

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉補機冷却水系熱交換器 

(A),(B),(D),(E) 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

常設／緩和 

（ＤＢ拡張） 

タービン建屋 

T.M.S.L. 3.5 

（T.M.S.L. 4.9＊1） 

  ― ― ＣＨ＝1.06＊2 ＣＶ＝0.90＊2 1.37 70 50 

      注記＊1：基準床レベルを示す。 

        ＊2：設計用最大応答加速度Ⅰ（基準地震動 Ss） 

 

2.2 機器要目 

ｍ１ 

(kg) 

ｍ２ 

(kg) 

ｍ３ 

(kg) 

ｍ４ 

(kg) 

ｍ５ 

(kg) 

ｍ６ 

(kg) 

ｍ７ 

(kg) 

       

 

１ 

(mm) 

２ 

(mm) 

３ 

(mm) 

４ 

(mm) 

５ 

(mm) 

６ 

(mm) 

７ 

(mm) 

Ｍ１ 

(N･mm) 

Ｍ２ 

(N･mm) 

Ｒ１ 

(N) 

Ｒ２ 

(N) 

-1724 -540 0 2300 4600 5140 5761 3.828×108 1.444×108 5.307×105 3.232×105 

 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｓ１ 

(kg) 

ｍｓ２ 

(kg) 

Ｄ i 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

ｔ e 

(mm) 

０ 

(mm) 

ｈ１ 

(mm) 

ｈ２ 

(mm) 

ｗ 

(rad) 

ｗ 

(mm) 

   2200 20.0   44.0 ＊1 4600 845 1400 0.368 350 

 

Ｃ１ 

(mm) 

Ｃ２ 

(mm) 

Ｉｓｘ 

(mm
4
) 

Ｉｓｙ 

(mm
4
) 

Ｚｓｘ 

(mm
3
) 

Ｚｓｙ 

(mm
3
) 

０ 

(rad) 

 

(rad) 

1000 300 5.639×1010 1.802×109 5.639×107 6.008×106 2.078 1.410 
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Ａｓ 

(mm
2
) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇｓ 

(MPa) 

Ａｓ１ 

(mm
2
) 

Ａｓ２ 

(mm
2
) 

Ａｓ３ 

(mm
2
) 

Ａｓ４ 

(mm
2
) 

1.075×105 201000＊4 77300＊4 5.414×104 4.704×104 4.012×104 3.931×104 

 

Ｋ１１
＊2 Ｋ１２

＊2 Ｋ２１
＊2 Ｋ２２

＊2 Ｋ１ Ｋ２ Ｋｃ１ Ｋｃ２ Ｃ１ Ｃ２ Ｃｃ１ Ｃｃ２ 

  ― ― 
        

  ― ― 

 

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２ 
ａ 

(mm) 

ｂ 

(mm) 

d 

(mm) 

Ａｂ 

(mm
2
) 

ｄ１ 

(mm) 

ｄ２ 

(mm) 

ｄ 3 

(mm) 

15 8 4 2 650 2050 
48 

(M48) 
1.810×103 75 175 525 

 

Ｓｙ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｕ（胴板） 

(MPa) 

Ｓ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｙ（脚） 

(MPa) 

Ｓｕ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

298＊3 461＊3 ― 231＊4 394＊4 ― 276 211＊4 394＊4 ― 253 

 

t1 

(mm) 

Ａ 1 

(mm2) 

Ｓｙ（補強材） 

(MPa) 

Ｓｕ（補強材） 

(MPa) 

Ｆ（補強材） 

(MPa) 

Ｆ（補強材） 

(MPa) 

19 12350 231＊4 394＊4 ― 276 

注記＊1：本計算においては当板を有効とした。 

    ＊2：表中で上段は一次応力，下段は二次応力の係数とする。 

 ＊3：最高使用温度で算出 

  ＊4：周囲環境温度で算出 

 

（16mm＜厚さ≦40mm） （40mm＜径≦100mm） 

40mm） 

 

＊
 

＊
 

＊
 

（16mm＜厚さ≦40mm） 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
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2.3 計算数値 

   2.3.1 胴に生じる応力 

     (1) 一次一般膜応力 (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 ― ― ― ― σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

運転時質量による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
―  ― ―  ― ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 

鉛直方向地震による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
―  ― ―  ― ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

長手方向地震により胴軸断面 

全面に生じる引張応力 
―  ― ―  ― ― σｘ４１３＝7 ― ― 

組合せ応力 ― ― σ０＝83 σ０ｃ＝77 

 

     (2) 一次応力 (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 ― ― ― ― σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

運転時質量による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 

鉛直方向地震による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

運転時質量による脚反力 

により生じる応力 
― ― ― ― σφ３＝26 σｘ３＝24 σφ３＝26 σｘ３＝24 

鉛直方向地震による脚反力 

により生じる応力 
― ― ― ― σφ７１＝23 σｘ７１＝22 σφ７１＝23 σｘ７１＝22 

 

水平方向地震 

 

引張り 

― 

― 

― 

― 

 

― 

 

― 

σφ４１１＝24 

σφ４１２＝10 

σｘ４１１＝8 

σｘ４１２＝9 

 

σφ５１＝29 

 

σｘ５１＝73 

による応力  ― ―   σφ４１＝33 σｘ４１＝23   

 せん断 ― ― τ＝38 τｃ＝7 

組合せ応力 ― ― σ１＝190 σ１ｃ＝195 
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     (3) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値                                                                                                     (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

鉛直方向地震による長手方向 

曲げモーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

鉛直方向地震による脚反力 

により生じる応力 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

σφ７１＝23 

σφ７２＝80 

σｘ７１＝22 

σｘ７２＝46 

σφ７１＝23 

σφ７２＝80 

σｘ７１＝22 

σｘ７２＝46 

  ― ― ― ― σφ４１＝33 σｘ４１＝23 σφ５１＝29 σｘ５１＝73 

 

 

 

 

― 

― 

― 

― 

 

― 

 

― 

σφ４２１＝23 

σφ４２２＝33 

σｘ４２１＝53 

σｘ４２２＝19 

 

σφ５２＝225 

 

σｘ５２＝105 

  ― ―   σφ４２＝55 σｘ４２＝72   

 せん断 ― ― τ＝38 τｃ＝7 

組合せ応力 ― ― σ２＝447 σ２ｃ＝715 

 

   2.3.2 脚に生じる応力                                     (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

運転時質量による応力 圧縮 ― ― σｓ１＝5 σｓ１＝5 

鉛直方向地震による応力 圧縮 ― ― σｓ４＝5 σｓ４＝5 

水平方向地震による応力 
曲げ ― ― σｓ２＝67 σｓ３＝15 

せん断 ― ― τｓ２＝23 τｓ３＝15 

組合せ応力 ― ― σｓ＝86 σｓｃ＝35 

 

   2.3.3 基礎ボルトに生じる応力                                 (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び水 

平方向地震による応力 
引張り ― ― σｂ１＝115 σｂ２＝80 

水平方向地震による応力 せん断 ― ― ― ― 

水平方向地震 

による応力 

引張り 
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2.3.4 補強材に生じる応力                      (単位：MPa) 

 
地震の種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 横方向 

水平方向地震による応力 引張り ― σa＝75 

 

2.4 結論 

   2.4.1 固有周期      (単位：s) 

方向 固有周期 

長手方向 Ｔ１＝  

横方向 Ｔ２＝  

鉛直方向 Ｔ３＝  

 

   2.4.2 応力                                                (単位：MPa) 

   弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

   
算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

 

SM50B＊1 

一次一般膜 ― ― σ０＝83 Ｓａ＝277 

胴板 一次 ― ― σ１＝195 Ｓａ＝415 

 一次＋二次 ― ― σ２＝715＊2 Ｓａ＝597 

脚 SS400 組合せ ― ― σｓ＝86 ƒ ｔ ＝276 

基礎ボルト SS400 
引張り ― ― σｂ＝115 ƒ ｔ s＝190 

せん断 ― ― ― ― 

補強材 SS400 引張り ― ― σａ＝75 ƒ ｔ a＝276 

注記＊1：SM490B相当 

＊2：算出応力が許容応力を満足しないが，設計・建設規格 PVB-3300に基づいて疲労評価を行い，この結果より耐震性を有することを確認した。 

   

2.4.3 疲労評価 

評価部位 
Ｓ n 

(MPa) 
Ｋ e 

Ｓ p 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓ′＊ 

(MPa) 

Ｎ a 

(回) 

Ｎ c 

(回) 

疲労累積係数 

Ｎ c／Ｎ a 

胴板         

注記＊：Ｅ 0＝2.07×105 MPa Ｅ＝2.00×105 MPaとして補正する。 

 

                         

 

部材 材料 応力 
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【原子炉補機冷却水系熱交換器(C),(F)の耐震性についての計算結果】 

3. 設計基準対象施設  

3.1 設計条件  

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉補機冷却水系熱交換器 

(C),(F) 
Ｓ 

タービン建屋 

T.M.S.L. -4.8 

（T.M.S.L. -1.1＊1） 

  ＣＨ＝0.58＊2 ＣＶ＝0.44＊2 ＣＨ＝0.99＊3 ＣＶ＝0.90＊3 1.37 70 50 

      注記＊1：基準床レベルを示す。 

        ＊2：設計用最大応答加速度Ⅰ（弾性設計用地震動 Sd）又は静的振動 

        ＊3：設計用最大応答加速度Ⅰ（基準地震動 Ss） 

 

3.2 機器要目 

ｍ１ 

(kg) 

ｍ２ 

(kg) 

ｍ３ 

(kg) 

ｍ４ 

(kg) 

ｍ５ 

(kg) 

ｍ６ 

(kg) 

ｍ７ 

(kg) 

       

 

１ 

(mm) 

２ 

(mm) 

３ 

(mm) 

４ 

(mm) 

５ 

(mm) 

６ 

(mm) 

７ 

(mm) 

Ｍ１ 

(N･mm) 

Ｍ２ 

(N･mm) 

Ｒ１ 

(N) 

Ｒ２ 

(N) 

-1714 -535 0 1750 3500 4035 4661 3.801×108 1.438×108 4.983×105 2.594×105 

 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｓ１ 

(kg) 

ｍｓ２ 

(kg) 

Ｄ i 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

ｔ e 

(mm) 

０ 

(mm) 

ｈ１ 

(mm) 

ｈ２ 

(mm) 

ｗ 

(rad) 

ｗ 

(mm) 

   2200 20.0    44.0 ＊1 3500 845 1400 0.368 350 

 

Ｃ１ 

(mm) 

Ｃ２ 

(mm) 

Ｉｓｘ 

(mm
4
) 

Ｉｓｙ 

(mm
4
) 

Ｚｓｘ 

(mm
3
) 

Ｚｓｙ 

(mm
3
) 

０ 

(rad) 

 

(rad) 

1000 300 5.639×1010 1.802×109 5.639×107 6.008×106 2.078 1.410 
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Ａｓ 

(mm
2
) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇｓ 

(MPa) 

Ａｓ１ 

(mm
2
) 

Ａｓ２ 

(mm
2
) 

Ａｓ３ 

(mm
2
) 

Ａｓ４ 

(mm
2
) 

1.075×105 201000＊4 77300＊4 5.414×104 4.704×104 4.012×104 3.931×104 

 

Ｋ１１
＊2 Ｋ１２

＊2 Ｋ２１
＊2 Ｋ２２

＊2 Ｋ１ Ｋ２ Ｋｃ１ Ｋｃ２ Ｃ１ Ｃ２ Ｃｃ１ Ｃｃ２ 

  ― ― 
        

  ― ― 

 

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２ 
ａ 

(mm) 

ｂ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm
2
) 

ｄ１ 

(mm) 

ｄ２ 

(mm) 

ｄ３ 

(mm) 

15 8 4 2 650 2050 
48 

(M48) 1.810×103 75 175 525 

 

Ｓｙ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｕ（胴板） 

(MPa) 

Ｓ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｙ（脚） 

(MPa) 

Ｓｕ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

298＊3 461＊3 ― 231＊4 394＊4 231 276 211＊4 394＊4 211 253 

 

t1 

(mm) 

Ａ 1 

(mm2) 

Ｓｙ（補強材） 

(MPa) 

Ｓｕ（補強材） 

(MPa) 

Ｆ（補強材） 

(MPa) 

Ｆ（補強材） 

(MPa) 

19 12350 231＊4 394＊4 231 276 

 注記＊1：本計算においては当板を有効とした。 

     ＊2：表中で上段は一次応力，下段は二次応力の係数とする。 

   ＊3：最高使用温度で算出 

   ＊4：周囲環境温度で算出 

 

（16mm＜厚さ≦40mm） （40mm＜径≦100mm） 

40mm） 

 

＊
 

＊
 

＊
 

（16mm＜厚さ≦40mm） 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
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3.3 計算数値 

   3.3.1 胴に生じる応力 

     (1) 一次一般膜応力 (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

運転時質量による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 

鉛直方向地震による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― σｘ６＝9 ― σｘ６＝9 ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

長手方向地震により胴軸断面 

全面に生じる引張応力 
― σｘ４１３＝4 ― ― ― σｘ４１３＝6 ― ― 

組合せ応力 σ０＝77 σ０ｃ＝77 σ０＝82 σ０ｃ＝77 

 

     (2) 一次応力 (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

運転時質量による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 

鉛直方向地震による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― σｘ６＝9 ― σｘ６＝9 ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

運転時質量による脚反力 

により生じる応力 
σφ３＝24 σｘ３＝23 σφ３＝24 σｘ３＝23 σφ３＝24 σｘ３＝23 σφ３＝24 σｘ３＝23 

鉛直方向地震による脚反力 

により生じる応力 
σφ７１＝11 σｘ７１＝10 σφ７１＝11 σｘ７１＝10 σφ７１＝22 σｘ７１＝20 σφ７１＝22 σｘ７１＝20 

 

水平方向地震 

 

引張り 

σφ４１１＝12 

σφ４１２＝6 

σｘ４１１＝4 

σｘ４１２＝6 

 

σφ５１＝15 

 

σｘ５１＝38 

σφ４１１＝20 

σφ４１２＝11 

σｘ４１１＝6 

σｘ４１２＝10 

 

σφ５１＝26 

 

σｘ５１＝64 

による応力  σφ４１＝18 σｘ４１＝13   σφ４１＝30 σｘ４１＝21   

 せん断 τ＝19 τｃ＝4 τ＝32 τｃ＝7 

組合せ応力 σ１＝140 σ１ｃ＝137 σ１＝178 σ１ｃ＝183 
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     (3) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値                                                                                                     (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

鉛直方向地震による長手方向 

曲げモーメントにより生じる応力 
― σｘ６＝9 ― σｘ６＝9 ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

鉛直方向地震による脚反力 

により生じる応力 

σφ７１＝11 

σφ７２＝37 

σｘ７１＝10 

σｘ７２＝21 

σφ７１＝11 

σφ７２＝37 

σｘ７１＝10 

σｘ７２＝21 

σφ７１＝22 

σφ７２＝75 

σｘ７１＝20 

σｘ７２＝43 

σφ７１＝22 

σφ７２＝75 

σｘ７１＝20 

σｘ７２＝43 

  σφ４１＝18 σｘ４１＝13 σφ５１＝15 σｘ５１＝38 σφ４１＝30 σｘ４１＝21 σφ５１＝26 σｘ５１＝64 

 

 

 

 

σφ４２１＝11 

σφ４２２＝21 

σｘ４２１＝26 

σｘ４２２＝12 

 

σφ５２＝116 

 

σｘ５２＝54 

σφ４２１＝19 

σφ４２２＝36 

σｘ４２１＝44 

σｘ４２２＝21 

 

σφ５２＝198 

 

σｘ５２＝92 

  σφ４２＝32 σｘ４２＝38   σφ４２＝54 σｘ４２＝65   

 せん断 τ＝19 τｃ＝4 τ＝32 τｃ＝7 

組合せ応力 σ２＝223 σ２ｃ＝356 σ２＝411 σ２ｃ＝639 

 

   3.3.2 脚に生じる応力                                      (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

運転時質量による応力 圧縮 σｓ１＝5 σｓ１＝5 σｓ１＝5 σｓ１＝5 

鉛直方向地震による応力 圧縮 σｓ４＝2 σｓ４＝2 σｓ４＝5 σｓ４＝5 

水平方向地震による応力 
曲げ σｓ２＝33 σｓ３＝8 σｓ２＝56 σｓ３＝13 

せん断 τｓ２＝12 τｓ３＝8 τｓ２＝19 τｓ３＝13 

組合せ応力 σｓ＝44 σｓｃ＝19 σｓ＝73 σｓｃ＝31 

 

   3.3.3 基礎ボルトに生じる応力                                   (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び水 

平方向地震による応力 
引張り σｂ１＝42 σｂ２＝24 σｂ１＝98 σｂ２＝70 

水平方向地震による応力 せん断 ― ― ― ― 

引張り 水平方向地震 

による応力 
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3.3.4 補強材に生じる応力                      (単位：MPa) 

 
地震の種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 横方向 

水平方向地震による応力 引張り σa＝37 σa＝62 

 

3.4 結論 

   3.4.1 固有周期      (単位：s) 

方向 固有周期 

長手方向 Ｔ１＝  

横方向 Ｔ２＝  

鉛直方向 Ｔ３＝  

 

   3.4.2 応力                                                (単位：MPa) 

   弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

   
算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

 

SM50B＊1 

一次一般膜 σ０＝77 Ｓａ＝277 σ０＝82 Ｓａ＝277 

胴板 一次 σ１＝140 Ｓａ＝415 σ１＝183 Ｓａ＝415 

 一次＋二次 σ２＝356 Ｓａ＝597 σ２＝639＊2 Ｓａ＝597 

脚 SS400 組合せ σｓ＝44 ƒ ｔ  ＝231 σｓ＝73 ƒ ｔ  ＝276 

基礎ボルト SS400 
引張り σｂ＝42 ƒ ｔ s ＝158 σｂ＝98 ƒ ｔ s ＝190 

せん断 ― ― ― ― 

補強材 SS400 引張り σａ＝37 ƒ ｔ a＝231 σａ＝62 ƒ ｔ a＝276 

注記＊1：SM490B相当 

＊2：算出応力が許容応力を満足しないが，設計・建設規格 PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い，この結果より耐震性を有することを確認した。 

   

3.4.3 疲労評価 

評価部位 
Ｓ n 

(MPa) 
Ｋ e 

Ｓ p 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓ′＊ 

(MPa) 

Ｎ a 

(回) 

Ｎ c 

(回) 

疲労累積係数 

Ｎ c／Ｎ a 

胴板         

注記＊：Ｅ 0＝2.07×105 MPa Ｅ＝2.00×105 MPaとして補正する。 

部材 材料 応力 
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【原子炉補機冷却水系熱交換器(C),(F)の耐震性についての計算結果】 

4. 重大事故等対処設備  

4.1 設計条件  

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉補機冷却水系熱交換器 

(C),(F) 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

常設／緩和 

（ＤＢ拡張） 

タービン建屋 

T.M.S.L. -4.8 

（T.M.S.L. -1.1＊1） 

  ― ― ＣＨ＝0.99＊2 ＣＶ＝0.90＊2 1.37 70 50 

      注記＊1：基準床レベルを示す。 

        ＊2：設計用最大応答加速度Ⅰ（基準地震動 Ss） 

 

4.2 機器要目 

ｍ１ 

(kg) 

ｍ２ 

(kg) 

ｍ３ 

(kg) 

ｍ４ 

(kg) 

ｍ５ 

(kg) 

ｍ６ 

(kg) 

ｍ７ 

(kg) 

       

 

１ 

(mm) 

２ 

(mm) 

３ 

(mm) 

４ 

(mm) 

５ 

(mm) 

６ 

(mm) 

７ 

(mm) 

Ｍ１ 

(N･mm) 

Ｍ２ 

(N･mm) 

Ｒ１ 

(N) 

Ｒ２ 

(N) 

-1714 -535 0 1750 3500 4035 4661 3.801×108 1.438×108 4.983×105 2.594×105 

 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｓ１ 

(kg) 

ｍｓ２ 

(kg) 

Ｄ i 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

ｔ e 

(mm) 

０ 

(mm) 

ｈ１ 

(mm) 

ｈ２ 

(mm) 

ｗ 

(rad) 

ｗ 

(mm) 

   2200 20.0   44.0 ＊1 3500 845 1400 0.368 350 

 

Ｃ１ 

(mm) 

Ｃ２ 

(mm) 

Ｉｓｘ 

(mm
4
) 

Ｉｓｙ 

(mm
4
) 

Ｚｓｘ 

(mm
3
) 

Ｚｓｙ 

(mm
3
) 

０ 

(rad) 

 

(rad) 

1000 300 5.639×1010 1.802×109 5.639×107 6.008×106 2.078 1.410 
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Ａｓ 

(mm
2
) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇｓ 

(MPa) 

Ａｓ１ 

(mm
2
) 

Ａｓ２ 

(mm
2
) 

Ａｓ３ 

(mm
2
) 

Ａｓ４ 

(mm
2
) 

1.075×105 201000＊4 77300＊4 5.414×104 4.704×104 4.012×104 3.931×104 

 

Ｋ１１
＊2 Ｋ１２

＊2 Ｋ２１
＊2 Ｋ２２

＊2 Ｋ１ Ｋ２ Ｋｃ１ Ｋｃ２ Ｃ１ Ｃ２ Ｃｃ１ Ｃｃ２ 

  ― ― 
        

  ― ― 

 

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２ 
ａ 

(mm) 

ｂ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm
2
) 

ｄ１ 

(mm) 

ｄ２ 

(mm) 

ｄ３ 

(mm) 

15 8 4 2 650 2050 
48 

(M48) 1.810×103 75 175 525 

 

Ｓｙ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｕ（胴板） 

(MPa) 

Ｓ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｙ（脚） 

(MPa) 

Ｓｕ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

298＊3 461＊3 ― 231＊4 394＊4 ― 276 211＊4 394＊4 ― 253 

 

t1 

(mm) 

Ａ 1 

(mm2) 

Ｓｙ（補強材） 

(MPa) 

Ｓｕ（補強材） 

(MPa) 

Ｆ（補強材） 

(MPa) 

Ｆ（補強材） 

(MPa) 

19 12350 231＊4 394＊4 ― 276 

注記＊1：本計算においては当板を有効とした。 

    ＊2：表中で上段は一次応力，下段は二次応力の係数とする。 

  ＊3：最高使用温度で算出 

  ＊4：周囲環境温度で算出 

（16mm＜厚さ≦40mm） （40mm＜径≦100mm） 

40mm） 

 

＊
 

＊
 

＊
 

（16mm＜厚さ≦40mm） 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
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4.3 計算数値 

   4.3.1 胴に生じる応力 

     (1) 一次一般膜応力 (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 ― ― ― ― σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

運転時質量による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 

鉛直方向地震による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

長手方向地震により胴軸断面 

全面に生じる引張応力 
― ― ― ― ― σｘ４１３＝6 ― ― 

組合せ応力 ― ― σ０＝82 σ０ｃ＝77 

 

     (2) 一次応力 (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 ― ― ― ― σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

運転時質量による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 

鉛直方向地震による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

運転時質量による脚反力 

により生じる応力 
― ― ― ― σφ３＝24 σｘ３＝23 σφ３＝24 σｘ３＝23 

鉛直方向地震による脚反力 

により生じる応力 
― ― ― ― σφ７１＝22 σｘ７１＝20 σφ７１＝22 σｘ７１＝20 

 

水平方向地震 

 

引張り 

― 

― 

― 

― 

 

― 

 

― 

σφ４１１＝20 

σφ４１２＝11 

σｘ４１１＝6 

σｘ４１２＝10 

 

σφ５１＝26 

 

σｘ５１＝64 

による応力  ― ―   σφ４１＝30 σｘ４１＝21   

 せん断 ― ― τ＝32 τｃ＝7 

組合せ応力 ― ― σ１＝178 σ１ｃ＝183 

 



 

K6 ① Ⅵ-2-5-6-1-1 R0 

 

3
2
 

     (3) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値                                                                                                     (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

鉛直方向地震による長手方向 

曲げモーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

鉛直方向地震による脚反力 

により生じる応力 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

σφ７１＝22 

σφ７２＝75 

σｘ７１＝20 

σｘ７２＝43 

σφ７１＝22 

σφ７２＝75 

σｘ７１＝20 

σｘ７２＝43 

  ― ― ― ― σφ４１＝30 σｘ４１＝21 σφ５１＝26 σｘ５１＝64 

 

 

 

 

― 

― 

― 

― 

 

― 

 

― 

σφ４２１＝19 

σφ４２２＝36 

σｘ４２１＝44 

σｘ４２２＝21 

 

σφ５２＝198 

 

σｘ５２＝92 

  ― ―   σφ４２＝54 σｘ４２＝65   

 せん断 ― ― τ＝32 τｃ＝7 

組合せ応力 ― ― σ２＝411 σ２ｃ＝639 

 

   4.3.2 脚に生じる応力                                     (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

運転時質量による応力 圧縮 ― ― σｓ１＝5 σｓ１＝5 

鉛直方向地震による応力 圧縮 ― ― σｓ４＝5 σｓ４＝5 

水平方向地震による応力 
曲げ ― ― σｓ２＝56 σｓ３＝13 

せん断 ― ― τｓ２＝19 τｓ３＝13 

組合せ応力 ― ― σｓ＝73 σｓｃ＝31 

 

   4.3.3 基礎ボルトに生じる応力                                 (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び水 

平方向地震による応力 
引張り ― ― σｂ１＝98 σｂ２＝70 

水平方向地震による応力 せん断 ― ― ― ― 

水平方向地震 

による応力 

引張り 
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4.3.4 補強材に生じる応力                       (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

4.4 結論 

   4.4.1 固有周期      (単位：s) 

方向 固有周期 

長手方向 Ｔ１＝  

横方向 Ｔ２＝  

鉛直方向 Ｔ３＝  

 

   4.4.2 応力                                                (単位：MPa) 

   弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

   
算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

 

SM50B＊1 

一次一般膜 ― ― σ０＝82 Ｓａ＝277 

胴板 一次 ― ― σ１＝183 Ｓａ＝415 

 一次＋二次 ― ― σ２＝639＊2 Ｓａ＝597 

脚 SS400 組合せ ― ― σｓ＝73 ƒ ｔ  ＝276 

基礎ボルト SS400 
引張り ― ― σｂ＝98 ƒ ｔ s ＝190 

せん断 ― ― ― ― 

補強材 SS400 引張り ― ― σａ＝62 ƒ ｔ a＝276 

注記＊1：SM490B相当 

＊2：算出応力が許容応力を満足しないが，設計・建設規格 PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い，この結果より耐震性を有することを確認した。 

   

4.4.3 疲労評価 

評価部位 
Ｓ n 

(MPa) 
Ｋ e 

Ｓ p 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓ′＊ 

(MPa) 

Ｎ a 

(回) 

Ｎ c 

(回) 

疲労累積係数 

Ｎ c／Ｎ a 

胴板         

注記＊：Ｅ 0＝2.07×105 MPa Ｅ＝2.00×105 MPaとして補正する。 

 

 
地震の種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 横方向 

水平方向地震による応力 引張り － σa＝62 

部材 材料 応力 

E 




